
沖縄水海技セ普及実報，99-102 (2026) 

- 99 - 

 

◆漁場環境の保全・生態系の維持 

 

赤土等流出防止対策活動と連携した普及啓発の取組 

（漁業公害調査指導事業） 

水産海洋技術センター 山内 岬・表原 陸 

 

１ 目的  

 本県では、平成６（1994）年に制定された

「沖縄県赤土等流出防止条例」に基づき、特

に開発現場における流出防止対策が徹底され

たことで陸域から流れ出る赤土等の量が大き

く減少した（大見謝，2003）。一方、農地を

流出源とする赤土等については、各種の農業

基盤整備事業や営農的対策活動の実践及び環

境・教育分野と連携した流出抑制活動の普及

啓発等によって一定の減少がみられるもの

の、依然として対策効果の実効性と継続性に

課題を抱えており、沿岸環境の改善目標を達

成するためには、さらなる流出量の削減が必

要不可欠な状況にある（沖縄県，2022）。 

また、近年高まりつつある気候変動のリス

クに適応するためには、複合的な流出源への

対策を地域単位でより一層活発化させる必要

があり、陸域対策に係わる全ての関係者が条

例の目的である「赤土等の流出規制と土地の

適切な管理、公共用水域の水質汚濁の防止に

よる良好な生活環境の確保」の実現に向けて

更なる連携強化に取り組む必要がある。 

そこで、本取組では漁業公害調査指導事業

における沿岸海域の水質・底質等の調査で得

られた情報を赤土等流出防止対策活動の各関

係者へ速やかに情報提供し、各対策活動の効

果検証や課題解決に向けて漁協・漁業者等が

連携した普及啓発活動の実践を支援すること

を目的に活動した。 

 

２ 方法 

令和６年度水産業改良普及事業計画の要望

調査結果や営農対策連絡協議会及び第２次沖

縄県赤土等流出防止対策基本計画における関

係各課の取組状況に基づき、主に本島北部地

域で赤土等流出対策に協働で取り組む漁協・

漁業者・行政関係者・NPO 等を対象とした巡

回活動を行った。巡回時には、漁場環境の汚

表１ 令和６年度赤土等流出防止対策活動と連携した普及啓発活動の取組実績（単位：件） 

漁協職員・漁業者等（6・沿海地区漁協） 2 7 2

行政関係者（4・水産） 1 1 1

行政関係者（4営農・1環境保全） 1 3 2 1

行政関係者（1・生活環境） 1

行政関係者（1・試験研究） 3

その他（1・NPO） 1 3

一般県民 1

計 5 14 1 3 6

情報収集

意見交換

関係者報告

情報共有

活動参加

連携・協働
相手方（組織数・分野） 普及啓発 会議出席
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濁に関する具体的情報（山内ほか，2026）を

関係者に周知することで沿岸漁場へ流入する

赤土等が及ぼす漁業公害のリスクを説明する

とともに、陸域で展開される各対策活動の課

題を共有し、漁場汚染の被害軽減に必要な取

組の実現に向けて意見交換を行なった。 

また、行政関係者や一般県民向けの赤土等

流出防止対策に関する会議・集会等への出席

を通じて、漁業公害の抑制や漁場保全に関す

る普及啓発活動を実践し、関係者からの要望

等に随時対応する形で地域単位の対策ネット

ワーク構築を支援した。 

 

３ 結果 

 令和６年度に実施した赤土等流出防止対

策活動と連携した普及啓発の取組実績を表

１に示す。令和６年５月８日から令和７年３

月 25日にかけて、11市町村に広がる６沿海

地区漁協の職員または漁業者等、県・市町村

に属する 11 行政機関及び特定非営利法人

（NPO）の関係者と接触し、計 19件の現状報

告・意見交換等を実施した。また、県環境保

全課主催の令和６年度赤土等流出防止交流

集会発表事例に応募し、漁業公害対策の現状

と課題に関する話題提供を一般県民向けに

行うとともに（図１）、水産・営農・環境保

全分野の各部局が招集する３会議に出席し

た。さらに、漁業者等・営農対策協議会・NPO

等が実践する６活動に同行し、対策効果の確

認と協働した取組の実現に向けた話し合い

に参加した。 

 市町村における営農対策連絡協議会活動

への参加では、北部東海岸に面する農地のパ

トロール等に同行し、漁業者等とともに地域

の流出防止対策の現状と課題を共有した（図

２）。農地パトロールでは、県営農支援課が

実施する「沖縄県赤土等流出防止営農対策促

進事業」において各地に配置される農業環境

コーディネータの現地指導により、ベチバー

を使ったグリーンベルト植栽や猪垣とキュ

アマットを併用した流出防止フィルター等

が適切に設置された対策圃場が確認できた

（図３）。一方、一部の農地では想定外の大

雨によって対策設備ごと流されてしまった

ケースや、耕作放棄地を開墾した一部の農地

では、条例に基づく事業行為の届出が適切に

行われていないケースが確認された。 

 

４ 考察 

本取組では、赤土等流出防止対策活動と連

図１ 令和６年度赤土等流出防止交流集会

発表スライド表紙（2024年 11月 19日沖縄県

立博物館・県環境保全課主催） 

図２ 営農対策連絡協議会活動（農地パトロ

ール）への同行で確認した流出対策の現況

（2025年２月６日撮影） 
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携した普及啓発を通じて、各地域の対策関係

者間の情報共有と連携強化を図った。その結

果、依然として農地・山林など多様な流出源

が複合的に関与し、沿岸漁場の水質・底質に

環境負荷を及ぼし得る状況が確認され、改め

て土地利用の適正な管理を促進するための監

視・指導の必要性と県・市町村の情報共有の

必要性が確認された。 

全国的な傾向と同様に、沖縄地方において

も、近年、気候変動に伴う大雨の増加が予測

されており、将来の３時間降水量 100 mm 以

上の年間発生回数は、２℃上昇シナリオで約

1.9倍、4℃上昇シナリオで約 2.3倍に増加す

るとされている（沖縄気象台，2025）。また 

雨の降らない日数も４℃上昇シナリオで約

12日増加することが予測されており、土砂

災害や渇水等のリスクが増大している。これ

らが現実化した場合、従来は小規模な流出や

一時的な濁水で留まり、問題化しなかった地

域でも漁業活動への影響が顕在化しやすい状

況となるため、水質・底質調査のみならず、

これ以上の負荷を増大させないため、陸域か

らの流出の兆候を早期に把握するための迅速

な監視体制の重要性が高まっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

漁業者等が普段利用する漁場を継続的に観

察し、赤土等の流入の兆候を速やかに把握し

て関係者に報告することは、行政による定期

調査を補完する情報源であり、まずは事実の

共有を起点として、関係者が課題意識を共有

する場を確保することが重要である。また 

これらの現場情報を、関係する市町村や県の

各行政機関と速やかに共有する仕組みを維持

することは、漁業公害の未然防止に資するだ

けでなく、海域汚濁の現況を容認する意見に

対する抑止力としての機能も期待できる取組

である。 

このような監視・通報・記録・共有の積み

重ねは、特定の流出源や問題行為を即時に断

定することを目的とするものではなく、関係

者に対して赤土等の流入が漁場環境に及ぼす

影響を共有し、不適切な行為の是正や改善を

促すための基盤情報として位置付けられるこ

とから、引き続き、各地の流出防止対策の履

行状況や効果を継続的に確認する体制の構築

とも併せて、地域一体となって対策のネット

ワークを強化する必要がある。 

特にわずかな降雨でも繰り返し同様の大規

模な流出事例が発生する地域や無届の開発行

図３ パイン圃場における赤土等流出防止営農対策の実施状況（2025年 2月 6日撮影） 
左：ベチバーによるグリーンベルトと猪垣・キュアマットを併用した流出防止対策 

 右：キュアマットの流出抑制効果（降雨時に表土を止めた痕がマットに付着・定期的な洗浄管理で効果が持続する） 
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為といった条例違反が認められる地域では 

実効性ある対策の早期実現を促すために指導

機関による再発防止策の徹底した指導・助言

の体制を地域の対策関係者の協力を得ながら

早急に構築しなければならない。 

以上の活動実績から、赤土等流出防止対策

の推進にあたっては、各対策の技術普及や啓

発活動にとどまらず、漁場環境の変化を継続

的に把握する水産分野の調査結果を活用しな

がら、対策活動の効果検証と改善策の実施及

び優先順位の議論に反映させていくことが重

要であると考えられた。今回実践した普及啓

発活動や各地への巡回を通して、そのための

情報共有と現状改善に向けた交流機会の創出

に一定の役割を果たせたことから、引き続き

各地の漁業者等の活動と連動した支援として

働きかけを継続する必要がある。また、今後

は気候変動への適応に向けて活動の重要性が

ますます高まると予想されることから、漁業

者等による漁場環境の監視活動を起点とし 

通報・記録・共有に応じた一連の対応フロー

の明確化と迅速な情報共有の体制構築が求め

られている。 
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